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アンケート回答送付先／地球・人間環境フォーラム 木材調達アンケート係 
FAX：03-5825-9737 または E メール：contact@fairwood.jp 
 
木材・木材製品調達にあたっての合法性確認に関するアンケート（地方自治体） 

記入上の注意： 
１） アンケート票の回答欄に直接ご記入下さい。 
２） ご回答にあたっては、特段の指示がない限り平成 24 年度の状況にてお願いいたします。 
３） アンケートのご回答には、電子ファイルを利用することも可能です。以下の URL からダウン

ロードしてご利用ください。ご回答されたファイルは、電子メールで contact@fairwood.jp 宛てに

添付してご送信ください。 
→ダウンロード URL  http://www.fairwood.jp//news/pr_ev/2013/1308_questionnaire.html 

 
ご返信先： 
一般財団法人 地球・人間環境フォーラム 木材調達アンケート係 
住所 〒111-0051 東京都台東区蔵前 3-17-3 蔵前インテリジェントビル 8 階 
Tel：03-5825-9735  Fax：03-5825-9737 E-Mail：contact@fairwood.jp 
 
お問い合わせ： 
(一財）地球・人間環境フォーラム 坂本有希 (Tel:03-5825-9735) 
国際環境 NGO FoE Japan 岸田ほたる (Tel:03-6907-7217) 
 
 
貴回答対象団体の概要 

1．組織名       

2．所在地 
〒      
      

3．人口      人
（     年     月現在）

4．職員数      人
（     年     月現在）

4．予算規模      千円（平成 25 年度当初予算額）

5．回答者所属部課       

6．回答者氏名及び

連絡先 

氏名：      
TEL：                 （内線：           ） 
FAX：      
E メール：      

 
※個人情報について 
 ご記入いただいた皆さまの個人情報は、上記の各団体がアンケートへのご回答に関するお問い合わ

せ、集計結果のご送付及び木材・木材製品調達にあたっての合法性確認に関連するご案内の送付のた

めに共同して使用いたします。また、その個人情報は、法令の定めに従って個々の団体が適切に管理

いたします。 
 

 



 

 2

グリーン購入法と違法伐採対策 
違法伐採対策として、我が国では、グリーン購入法により、平成 18 年 4 月から、国等の公共団体に

おいては次の 5 分野の木材・木材製品を調達する際に、要件の一つとして、「合法性（下記（注）参

照）」が証明されたものを使用しなければならない措置がとられています。本措置については、地方

公共団体等公的機関、民間の調達においても、普及することが期待されています。 
【対象品目】 
① 紙類（例：フォーム用紙、印刷用紙等） 
② 文具類（例：事務用封筒、ノート等） 
③ オフィス家具等（例：いす、机、棚等） 
④ ベッドフレーム 
⑤ 公共工事資材（例：製材、集成材、合板等） 

（注）合法性：森林関係法令上合法的に伐採されたものであること。 

 

Ｑ１．木材・木材製品（以下、木材製品等）におけるグリーン購入にかかる調達方針等について 

[Ｑ１－１]貴団体には、グリーン購入のための基本方針・調達方針（以下、調達方針等）、また特に、

木材製品等に特化した調達方針等はありますか？（１つだけ選択） 

ア．グリーン購入のための調達方針等をもっていない ⇒Q2 へ 
イ．グリーン購入のための調達方針等をもっているが、木材に特化したものはない 

⇒Q1-2～1-4 へ

ウ．グリーン購入のための基本方針等に加えて、木材に特化したものももっている 
⇒Q1-2～1-4 へ

 
[Ｑ１－２]Ｑ１－１で回答された調達方針等に含まれる項目はありますか？（複数選択可） 

ア．木材製品等の購入・調達にあたっては合法性を確認する 
イ．地域材を利用した木材製品等を優先的に購入・調達する 
ウ．間伐材を利用した木材製品等を優先的に購入・調達する 
エ．再・未利用木材を利用した木材製品等を優先的に購入・調達する 
オ．森林認証された木材を利用した木材製品等を優先的に購入・調達する 
カ．熱帯木材を利用した木材製品等の購入・調達を減らす、または止める 
キ．その他（                                      ） 

 
[Ｑ１－３]Ｑ１－１で回答された調達方針等を公表されていますか？ 公表している場合は、文書を

添付または公表先 URL を記入してください。（１つだけ選択。（ア）の場合公表先を記入） 

ア．公表している 
（文書添付、ホームページ URL 記入：  ） 

イ．公表していない 
 

[Ｑ１－４] Ｑ１－１で回答された調達方針等に基づく取組み状況について把握及び公表しています

か？ 公表している場合は、文書を添付または公表先 URL を記入してください。（１つだけ選択、（ア）

の場合は公表先を記入） 
ア．把握及び公表している 

（文書添付、ホームページ URL 記入：  ） 
イ．把握しているが、公表はしていない 
ウ．把握・公表していない 
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Ｑ－２．木材製品等の調達にあたっての合法性等の確認について 

[Ｑ２－１]木材製品等の調達・購入にあたって、合法性の確認を行っていますか？（１つだけ選択） 

ア．はい ⇒Q2-2～2-4 へ 
イ．いいえ ⇒Q2-4 へ 

 

[Ｑ２－２]Ｑ２－１で「はい」と回答された場合、合法性の確認を行っている対象製品とその調達量

（量の多い上位３品目）、主な合法性の確認方法とその割合を教えてください。（複数選択可） 

ア．紙類

（例：コピ

ー用紙、フ

ォ ー ム 用

紙、印刷用

紙等） 

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

【合法性の確認方法とその割合】（複数選択可） 
a. 森林認証制度及び CoC 認証制度を活用した証明方法：割合（     ％） 
b. 関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法（業界団体認定）：割合（     ％）

c. 個別企業等の独自の取組による証明方法：割合（     ％） 

d. その他（       ）：割合（     ％） 

e. 確認方法は把握していない 
イ．文具

類（例：事

務用封筒、

ノート等） 

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

【合法性の確認方法とその割合】（複数選択可） 
a. 森林認証制度及び CoC 認証制度を活用した証明方法：割合（     ％） 
b. 関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法（業界団体認定）：割合（     ％）

c. 個別企業等の独自の取組による証明方法：割合（     ％） 

d. その他（       ）：割合（     ％） 

e. 確認方法は把握していない 

ウ．オフ

ィス家具等

（例：いす、

机、棚等） 

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

【合法性の確認方法とその割合】（複数選択可） 
a. 森林認証制度及び CoC 認証制度を活用した証明方法：割合（     ％） 
b. 関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法（業界団体認定）：割合（     ％）

c. 個別企業等の独自の取組による証明方法：割合（     ％） 

d. その他（       ）：割合（     ％） 

e. 確認方法は把握していない 

エ．ベッ

ドフレーム 

調達量（     台）／総調達量（     台） 
【合法性の確認方法とその割合】（複数選択可） 

a. 森林認証制度及び CoC 認証制度を活用した証明方法：割合（     ％） 
b. 関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法（業界団体認定）：割合（     ％）

c. 個別企業等の独自の取組による証明方法：割合（     ％） 

d. その他（       ）：割合（     ％） 

e. 確認方法は把握していない 
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オ．公共

工 事 資 材

（例：製材、

集成材、合

板等） 

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

【合法性の確認方法とその割合】（複数選択可） 
a. 森林認証制度及び CoC 認証制度を活用した証明方法：割合（     ％） 
b. 関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法（業界団体認定）：割合（     ％）

c. 個別企業等の独自の取組による証明方法：割合（     ％） 

d. その他（       ）：割合（     ％） 

e. 確認方法は把握していない 

カ．その

他（各品目

に適切な単

位を記入く

ださい） 

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

品目名（      ）調達量（     トン）／総調達量（     トン）

【合法性の確認方法とその割合】（複数選択可） 
a. 森林認証制度及び CoC 認証制度を活用した証明方法：割合（     ％） 
b. 関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法（業界団体認定）：割合（     ％）

c. 個別企業等の独自の取組による証明方法：割合（     ％） 

d. その他（       ）：割合（     ％） 

e. 確認方法は把握していない 

 

[Ｑ２－３]貴団体が、木材製品等の合法性を確認するにあたって、どのような阻害要因がありますか？

（複数回答可） 

ア．調達担当者・組織の違法伐採問題に対する意識が低い 
イ．合法性が確認された木材製品等は価格が高い 
ウ．合法性が確認された木材製品等は要求されている品質・規格に合わない 
エ．合法性確認の基準・方法が専門的で難しい 
オ．合法性確認の効果がわかりにくい 
カ．特に課題はない 
キ．その他（       ） 

 

[Ｑ２－４]違法伐採を排除するための対策として、どのような対策が有効だと思いますか？（複数回答可） 

ア．違法伐採問題は本来、生産国の問題であり、消費国は犯罪取締りや森林管理能力の向上等の

支援・援助を行うべきだ 
イ．消費国は、合法性や持続可能性の確認された木材製品等の利用・調達を促すことで、違法伐

採木材を排除すべきだ 
ウ．政府による公共調達だけでなく民間企業等の調達も対象とする、違法伐採された木材製品等

が消費国に輸入される際に取り締まる法規制等を導入すべきだ 
エ．その他（       ） 

 

アンケートは以上です。ご協力どうもありがとうございました。 

 


